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※各研修は、応募者多数の場合、締め切りを早めることや、先着順等で受講者を決定するこ

とがあります。 

     令和４年 4 ⽉ 

研 修 名 ページ 申込期限 

海外大学院等派遣研修【公募】 P. 2 ６⽉ 30 日（木） 

国内大学院派遣研修【公募】 P. 5 ６⽉ 30 日（木） 

資格取得⽀援制度【利⽤者募集】 P. 8  

講座受講⽀援制度【利⽤者募集】 P.11  

職場研修⽀援制度【ご案内】 P.13  

派遣研修⽀援制度【ご案内】 P.15  

メンター制度【利⽤者募集】 P.18 ５⽉ 13 日（⾦） 

お得な割引︕通信教育講座【ご案内】 P.20 - 

 研修受講に関するお知らせ P.23 - 

今月号（令和４年 4 月号）掲載の研修一覧 

日程等の詳細については、各研修の掲載ページにてご確認ください。 
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別紙１「公募要領」に沿って、公募を行います。 

※派遣開始は令和５年度から 2 年以内となります。（国、大学院によって時期が異なります。） 

 ※応募にあたり、直近の人事評価の結果が分からない場合は、まずは人事評価の 2 次評価者・開示

者である所属長等にご確認ください。所属で対応ができない場合は、職員研修所までお問い合わ

せいただけますと、人事課宛所定の様式をお渡しいたします。 

 ※応募にあたり、一定の語学力のスコアの提出が必要となります。別紙２をご確認のうえ、ご応募

ください。 

 

 

別紙 3「海外大学院等派遣研修応募者調書」に必要事項を記入し、職員研修所まで E メールでご

提出ください。 

 ※所属長の推薦が必要です。 

 

応募締切：令和４年６月３０日(木)【必着】 
 別紙 3「海外大学院等派遣研修応募者調書」、FAQ 等を下記のイントラネットに掲載しておりますので、

そちらもご確認ください。 

 URL：http://home.intra.city.kobe.lg.jp/11/16/kenshusho/kensyu/kaigai/index.html 

 

令和４年４月～６月 30 日 公募 

    ７月～８月    選考委員会による選考審査 

    ８月下旬     研修生候補者の決定 

    11 月以降      出願 

令和５年３月       派遣先の決定（合格通知） 

令和５年４月       派遣開始（国、大学院によって時期が異なります） 

 

 

７月～８月中に選考審査を行い、研修生候補者を決定いたします。面接日時等については、職員

研修所から応募者宛に連絡いたします。 

なお、選考結果に関する問い合わせには、一切お答えすることができません。 

新型コロナウイルスを巡る国内外の状況により、スケジュール等は変更の可能性があります。 

担当：行財政局職員研修所 村松・柳瀬 

 Email：kenshusho@office.city.kobe.lg.jp 

海外大学院等派遣研修の公募について  

希望する職員を海外の大学院へ派遣し、高度な専門知識、国際感覚、人脈等を取得する

機会を提供することで、職員のキャリア形成、自己実現を支援するとともに、今後の市政

を担う、チャレンジ精神・リーダーシップ・デザイン力をあわせ持つ、 

多様な人材を育成することを目的とする「海外大学院等派遣研修」 

の公募を開始します。 

職員のみなさんのご応募をお待ちしています。 

１．応募について 

２．申込方法 

４．その他 

３．スケジュール 

http://home.intra.city.kobe.lg.jp/11/16/kenshusho/kensyu/kaigai/index.html
mailto:kenshusho@office.city.kobe.lg.jp
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海外大学院等派遣研修公募要領 
                                  別紙１ 

 

   希望する職員を海外の大学院へ派遣し、高度な専門知識、国際感覚、人脈等を取得する機会を

提供することで、職員のキャリア形成、自己実現を支援するとともに、今後の市政を担う、チ

ャレンジ精神・リーダーシップ・デザイン力をあわせ持つ、多様な人材を育成します。 

 
 
   次の大学院等のうちで職員が入学を希望するもの 

（１）海外大学院等派遣研修生選考委員会による選考審査で必要と認められた修士課程 

（２）（１）の履修にあたり、選考審査で事前に必要と認められた語学力のレベルアップのためのサ

マースクール 

 

 

（１）職員の研修期間は、２年以内とします。 

（２）研修の終了日は、派遣先大学院におけるカリキュラムを終了し、帰国した日とします。 

 

 

大学院等に派遣する人員は、毎年度、１名以内とします。 

    
 
（１）神戸市職員の給与に関する条例（昭和 26 年３月条例第８号）別表第３教育職給料表（1）から

教育職給料表（5）の適用を受けない者で、応募日の属する年度の４月１日において、満 35 歳

未満で、かつ、本市職員としての在職年数が３年以上の者 

（２）大学を卒業した者又はそれと同等以上の学力があると認められる者で、心身ともに健全である

こと。 

（３）TOEFLibt81 点若しくは IELTS6.5 以上のスコアを有する者（ただし、応募時点から１年以上

前のスコアは除く。）又は英語を除く言語について別紙２の基準を満たす者 

（４）応募時点において直近の人事評価における「能力評価（全体）」及び「業績評価（全体）」の

結果がいずれも「Ａ」以上の者 

（５）研修期間満了後も引き続き本市職員として勤務する意思を有すること。 

（６）研修成果を職務に活かす意欲を有する者 

（７）過去に本派遣研修により大学院に派遣されていない者 

 
 
（１）海外大学院等派遣研修生選考委員会が実施する選考審査により、海外大学院等派遣研修生候補

者（以下単に「研修生候補者」という。）を決定します。 

（２）研修生候補者の大学院等への入学等の申込みは，職員研修所長の指示に従い、研修生候補者が

行ってください。 

（３）入学等の申込みを行った研修生候補者のうち，大学院等から受入れの通知があった者を海外大

学院等派遣研修生に決定します。 

 

 

海外大学院等派遣研修応募者調書に必要事項を記入のうえ、職員研修所まで提出してください。

その際、語学力を証明するスコアを提出してください。 

 

担当：行財政局職員研修所 村松・柳瀬 

 Email：kenshusho@office.city.kobe.lg.jp 

１ 派遣研修の目的  

２ 研修派遣先  

３ 研修期間  

４ 研修人員  

５ 応募資格  

６ 研修生の選考及び決定  

７ 応募方法  

mailto:kenshusho@office.city.kobe.lg.jp


 

4 

 

選考審査の実施方法及び基準 

別紙２ 

 

選考審査の種類 実施方法 基準※ 

応募資格審査 書面審査 － 

※うち語学審査の基準 

米国 

カナダ 

オーストラリア 

中国（香港） 

シンガポール 

TOEFL(iBTを指す。以下同じ。) 

又はIELTS（アカデミック・モジュー

ルを指す。以下同じ。） 

81点 

（TOEFL） 

6.5 

(IELTS) 

英国 IELTS 6.5 

フランス 

TCF必須試験（聴解・語彙文法・読解）

及び補足試験（口頭表現・文書作成） 

各試験で 

欧州共通基準 

B1以上 

ドイツ ゲーテ・ドイツ語検定試験（B1） 
期間内の試験において 

4モジュールすべて合格 

中国（香港以外） 
漢語水平考試（HSK）筆記及び口頭試

験 

筆記4級195点以上 

口試中級合格 

韓国 韓国語能力試験（TOPIK） 5級以上 

人物審査 個別面接 － 

 

１．応募資格審査に合格し，語学審査の結果が基準以上の者について人物審査を行う。 

２．フランス，ドイツ，中国（香港以外）及び韓国への派遣を希望する応募者のうち，英語で授業が行われる大学

院（研究分野）への入学を専ら希望する者については，英語による語学審査を行うこととする。この場合，語

学審査は「米国，カナダ，オーストラリア，中国（香港），シンガポール」の項を適用する。 

３．上記に記載のない国への派遣希望者がいる場合には，速やかに担当までご連絡ください。 

※ 大学院への入学を認められるための語学要件としては選考審査の基準レベルでは不十分であり，出願時までにレ

ベルを上げる必要がある。 
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別紙１「公募要領」に沿って、公募を行います。 

※派遣開始は令和５年４月から 2 年以内もしくは１年以内となります。 

 派遣先の詳細は別紙２「国内派遣先大学院の概要」をご参照ください。 

 ※応募にあたり、直近の人事評価の結果が分からない場合は、まずは人事評価の 2 次評価者・開示

者である所属長等にご確認ください。所属で対応ができない場合は、職員研修所までお問い合わ

せいただけますと、人事課宛所定の様式をお渡しいたします。 

 

 

別紙 3「国内大学院派遣研修応募者調書」に必要事項を記入し、職員研修所まで E メールでご提

出ください。 

 ※所属長の推薦が必要です。 

 

応募締切：令和４年６月３０日(木)【必着】 
 別紙 3「国内大学院派遣研修応募者調書」、FAQ 等を下記のイントラネットに掲載しておりますので、

そちらもご確認ください。 

 URL：http://home.intra.city.kobe.lg.jp/11/16/kenshusho/kensyu/kokunai/index.html 

 

令和４年４月～６月 30 日 公募 

    ７月～８月    選考委員会による選考審査 

    ８月下旬     研修生候補者の決定 

    10 月以降      出願、入試、合格発表（大学、大学院によって時期が異なります） 

令和５年４月       派遣開始 

 

 

７月～８月中に選考審査を行い、研修生候補者を決定いたします。面接日時等については、職員

研修所から応募者宛に連絡いたします。 

なお、選考結果に関する問い合わせには、一切お答えすることができません。 

 

 

 

担当：行財政局職員研修所 村松・柳瀬 

 Email：kenshusho@office.city.kobe.lg.jp 

国内大学院派遣研修の公募について  

希望する職員に専門的能力及び知識を付与し、高度な政策形成能力や 

職務遂行能力を備えた職員として育成することを目的とする 

「国内大学院派遣研修」の公募を開始します。 

職員のみなさんのご応募をお待ちしています。 

１．応募について 

２．申込方法 

４．その他 

３．スケジュール 

http://home.intra.city.kobe.lg.jp/11/16/kenshusho/kensyu/kokunai/index.html
mailto:kenshusho@office.city.kobe.lg.jp
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国内大学院派遣研修公募要領 
                                    別紙１ 

 

   希望する職員に専門的能力及び知識を付与し、高度な政策形成能力や職務遂行能力を備えた職

員として育成します。 

 
 
   次の大学院のうちで職員が入学を希望するもの 

（１）京都大学公共政策大学院（大学院公共政策教育学部専門職学位課程） 

（２）政策研究大学院大学（公共政策プログラム又はまちづくりプログラム） 

（３）兵庫県立大学大学院減災復興政策研究科 

 

 

（１） 研修期間は、京都大学公共政策大学院、兵庫県立大学大学院については２年以内、政策研究大

学院大学については１年以内とします。 

（２） 研修の終了日は、派遣先大学院における課程を修了した日の属する年度の３月 31 日とします。 

 

 

年間の研修人員は、１名以内とします。 

    
 
（１）神戸市職員の給与に関する条例（昭和 26 年３月条例第８号）別表第１行政職給料表、別表第

２消防職給料表又は別表第４医療職給料表の適用を受ける者で、応募日の属する年度の４月１

日において、在職３年以上で年齢満 35 歳未満の健康状態が良好な者 

（２）学士の学位を有する者。又は、これに準じて大学院修士課程等に入学する基礎資格を有する者 

（３）修士課程等で研究を行うに必要な知識を有する者 

（４）応募時点において直近の人事評価における「能力評価（全体）」及び「業績評価（全体）」の結

果がいずれも「Ａ」以上の者 

（５）将来とも引き続き本市職員として勤務する意思を有する者 

（６）研修成果を職務に活かす意欲を有する者 

（７）過去に本派遣研修に基づき大学院に派遣されていない者 

 

 
研究課題は、本市における現在及び将来に渡る行政上の諸問題又は重点施策の執行等に関連し 

て、大学院において調査研究が必要とされる事項を選定するものとします。 

 
 
（１）行財政局長は、公募による選考を行い、研修生を決定するものとします。 

（２）研修生の選考にあっては、国内大学院派遣研修応募者調書による書面の審査及び面接試問によ

り研修生候補者を選び、派遣する大学院の入学試験を受験させ，当該試験に合格した者を研修

生として決定します。 

 

 

国内大学院派遣研修応募者調書に必要事項を記入のうえ、職員研修所まで提出してください。 

 

担当：行財政局職員研修所 村松・柳瀬 

Email：kenshusho@office.city.kobe.lg.jp 

１ 派遣研修の目的  

２ 研修派遣先  

３ 研修期間  

４ 研修人員  

５ 研修対象者  

７ 研修生の選考及び決定  

８ 応募方法  

６ 研究課題  

mailto:kenshusho@office.city.kobe.lg.jp


（大学院で減災復興を修学）

京都大学公共政策大学院 政策研究大学院大学 兵庫県立大学大学院

大学院公共政策教育学部
専門職学位課程

公共政策プログラム
まちづくりプログラム

減災復興政策研究科

京都市左京区吉田本町 東京都港区六本木 兵庫県神戸市中央区

令和5年４月 令和5年４月 令和5年４月

２年 １年 ２年

公共政策修士(専門職)
修士

（政策研究、公共政策、公共経済学、政策法学
等）

修士

試験の有無 有 有 有

時期 1月 11月、２月（いずれか） 1月、３月（いずれか）

科目 書類審査、選択科目、面接 書類審査、論文、英語、面接 書類審査、論文、面接

職業人枠の有無 有
無

（受験者の大多数が社会人）
無

（受験者の大多数が社会人）

募集人数 10名（職業人選抜） 80名 １２名

学期
前期（４月～９月）
後期（10月～３月）
※夏季休業等あり

４期（春・夏・秋・冬）
※長期の休業はない

前期（4月～９月）
後期（10月～３月）
※夏季休業等あり

主なカリキュラム

・行政法各論
・政策分析のための統計基礎
・政策企画立案の技術
・リーダーシップ論
・交渉術
・事例研究（地方行政等）

・行政法の基礎
・地方行政論
・自治体改革論
・まちづくり法の基礎
・まちづくりと公共経済

・減災復興アセスメント領域
・減災復興コミュニケーション領域
・減災復興マネジメント領域
・減災復興ガバナンス領域

修了要件
　48単位以上取得（２年間）
※下記論文作成の単位を含む

・30単位以上取得（１年間）
・政策論文の作成

・32単位以上取得
・修士論文の作成

論文作成等

政策課題を取り上げ、調査研究報
告書（リサーチペーパー）を作成す
る。
　分量の目安＝20,000字程度

政策課題を取り上げ、課題について
の専門家（指導教官）のアドバイスを
受けながら、政策論文（ポリシー
ペーパー）を作成する。

主なカリキュラムの4つの領域を一通
り学習した上で、課題解決のための
調査、分析、論証等のアドバイスを
受けながら、修士論文を作成する。

特　徴

・選択できるカリキュラムが豊富
・入学後は、職業人選抜による学生
のほか、一般選抜の学生（約40名）
とともに学ぶ。
・学年をまたがる自主研究活動（震
災復興研究会、英語議論会等）が
盛ん。

・地域政策やまちづくりに特化した
プログラムがあり、他の都道府県・政
令市からの派遣者が多い。
・学生の約２/3が留学生（アジア各
国の公共部門からの派遣が中心）
・留学生向けの英語による授業を受
講することができる。

・国内外の現場をフィールド調査す
る等して、実践的な減災復興を学ぶ
機会が提供される。
・1年目に必要科目を履修すること
で、２年目は職場に復帰し勤務しな
がら修士論文を作成することができ
る。

対象 対象 対象

手配なし
職員研修所が手配
（一部自己負担あり）

手配なし住居

【国内派遣先大学・大学院の概要】

（大学院で公共政策を修学）

償還条例

派遣開始時期

大学名

履修

派遣期間
（修了に要する期間）

取得できる学位等

入試

所在地

学科（プログラム）等

別紙２

7
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資格取得に要した費用の一部を助成しています。ぜひご活用ください。（事前申込要） 

注意！助成決定前に申し込んだ試験、講習会、講座に要する費用は、助成対象外です！ 

１．対象者 

 職員一般（ただし、任期の定めのある職員、公営企業固有職員は除き、外郭団体等派遣職員、再任用職

員を含みます）。なお、重点助成対象資格については、将来にわたって継続的に対象資格を職務に活用

すると認められる職員が助成対象となります。 

 

２．対象資格 

 下記の資格を助成対象とします。（※趣味・娯楽に関するものは対象外です。） 

（１）公務員としての職務遂行能力の向上に資するもの 

  語学、PC、簿記、法務、ビジネススキル、政策立案、業務改善、組織マネジメント、 

部下育成、応対・コミュニケーション、メンタルヘルス、手話、その他職員研修所長が認めたもの 

（２）職務に有用なものとして、所属長の確認を受けたもの 

    なお、下記資格は「重点助成対象資格」として、特に重点的に助成します。  

１．一級建築士 ２．二級建築士 ３．建築基準適合判定資格者 

４．構造設計一級建築士 ５．建築設備士 ６．技術士 

７．技術士補 ８．１級土木施工管理技士 ９．コンクリート診断士 

10．コンクリート技士・主任技士 11．土地区画整理士 12．橋梁診断士 

13．１級電気工事施工管理技士 14．１級管工事施工管理技士 15．電気主任技術者  

16．エネルギー管理士 17．公害防止管理者  18．環境計量士 

19．１級造園施工管理技士 20．社会福祉士 21．精神保健福祉士 

22．公認心理師   

   ※本制度を活用し「一級建築士」を取得した方には、受験資格を満たし次第、「建築基準適合判定資格者検定」を受

験いただきます。（その際の費用も別途助成対象といたします。） 

   

３．助成対象経費 

下記の費用を助成対象とします。 

（１） 試験の願書代・受験料、合格後の初回登録に当たって必要となる登録免許税及び申請手数料  

（２）資格取得に必須の講習会等の受講料、必須の教材費 

（３）資格取得のために受講した任意の講座の受講料、入学料、必須の教材費 

 ※福利厚生等、別の助成・割引制度を利用した際には、その額を控除した額を助成対象とします。 

 

４．助成額 

 重点助成対象資格 その他の 

資格・検定 一級建築士  

受験料等（※１） 

全額 

（上限 100 万円） 

全額 

合計額の 1/2 

（上限２万円） 

必須の講習会の受講料
（※２） 全額 

任意の講座の 

受講料等（※３） 

1/2 

（上限 10 万円） 

（※１）資格取得するまでに同一の試験を複数回受験した場合においては、合格した直近のものに限り助成対象とします。  

 （※２）資格取得するまでに同一の講習会等を複数回受講した場合においては、合格した直近のものに限り助成対象とします。 

 （※３）資格取得するまでに同一または類似の講座を複数回受講した場合においては、１回分に限り助成対象とします。  

資格取得⽀援制度 申込み募集 
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５．助成の流れ 

助成を活用する職員  職員研修所 

 ← ① 募集（通年） 

②助成申込書の提出（前月 20 日締め） 

※email で提出してください。（kenshusho@office.city.kobe.lg.jp）  

→  

 ← ③審査、助成審査結果通知書の送付 

④受験・受講申込、支払い手続き   

⑤受講・受験   

⑥合格発表（必要な場合は登録手続き）   

⑦助成金交付申請書の提出(６月及び１月) →  

 ← ⑧審査、助成金交付・不交付決定通知書の送付 

・助成金の交付 

 

６．申込方法等 

（１）助成申込(②)について 

  「公務員としての職務遂行能力の向上に資するもの」については様式第 1-1 号を、「職務に有用なもの

として所属長の確認を受けたもの」については様式第 1-2 号を提出してください。 

  助成申込書は、受験・受講申込の前月 20 日までにご提出ください。（同月末までに助成審査結果通知

書③を送付します。） 

  資格、受講する講習会及び講座の概要がわかるもの（ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ等）を添付してください。 

  １年度につき１回限りとします。なお、助成対象期間中は他の資格、講座への助成を申込むことはでき

ません 

 

（２）受験・受講申込、支払い手続き(④)について 

助成決定(③)前に申し込んだ試験、講習会、講座に要する費用は、助成対象外です。 

 

（３）助成金交付申請(⑦)について 

  資格取得（登録がない資格については最終試験に合格すること、試験結果が合否ではなく点数で表示さ

れる検定試験等においては前回受験時の点数を越えること）を助成の要件とします。 

  最終試験の合格後、直ちに資格登録要件（実務経験等）を満たさない場合は、資格登録を待たずして、

助成金交付申請書の提出を可能とします。なお、一級建築士の場合、助成上限額から登録免許税及び申

請等手数料を除いた額を上限として交付します。 

  助成金交付申請書（様式 3-1 号、3-2 号）とあわせて、下記書類をご提出ください。 

・各種支払いを証する書類（領収証の原本） 

※ 領収証原本を紛失した場合は、助成金交付決定はいたしません。 

・〔講習会・講座を受講する場合〕教育機関名・講座名・受講期間・受講料等を証する書類（講座ﾊﾟﾝﾌﾚ

ｯﾄ・受講案内等の写し等）、 

   ・資格取得、講習会・講座の受講を証する書類（合格通知書又は資格登録証の写し、講習会・講座の修 

    了証の写し） 

・通帳（表紙ウラ）のコピー 

※ 令和４年度より、資格取得助成金請求書を廃止し、助成金交付申請書 3-2 号により振込先口座情   

報をご記入いただきます。 

 

（４）その他 

  助成金の交付は、支払いがなされる年度の予算への計上・成立が条件となります。 

  助成金は所得になるため、所得税が源泉徴収されます。（場合により確定申告が必要です。） 

mailto:kenshusho@office.city.kobe.lg.jp
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  助成を受けた年度の最終日から重点助成対象資格については３年以内、その他の資格については１

年以内に職員の身分を失った場合、虚偽申請ほか不正な手段で助成を受けたことが判明した場合、

助成した費用を返還いただきます。 
 
   
 
 
 
 

【担当：行財政局職員研修所 麻生・杉村 Ｅ-mail：kenshusho@office.city.kobe.lg.jp】 

☆助成申込書・交付申請書等の様式については、職員研修所のイントラネットに掲載しています。 

http://home.intra.city.kobe.lg.jp/11/16/kenshusho/keihatu/sikakusyutoku/index.html 

（イントラトップ」→「研修情報」→「自己啓発」→「資格取得支援制度」のページ) 

mailto:kenshusho@office.city.kobe.lg.jp
http://home.intra.city.kobe.lg.jp/11/16/kenshusho/keihatu/sikakusyutoku/index.html
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講座受講に要した費用の一部を助成しています。ぜひご活用ください。（事前申込要） 

注意！助成決定前に申し込んだ講座に要する費用は、助成対象外です！ 

 

１．対象者 

 職員一般（ただし、任期の定めのある職員、公営企業固有職員は除き、外郭団体等派遣職員、再任用職

員を含みます）。 

 

２．対象講座 

 下記に関する講座を助成対象とします。（※趣味・娯楽に関するものは対象外です。） 

（１）公務員としての職務遂行能力の向上に資するもの 

  語学、PC、簿記、法務、ビジネススキル、政策立案、業務改善、組織マネジメント、 

部下育成、応対・コミュニケーション、メンタルヘルス、手話、 

その他職員研修所長が認めたもの 

（２）職務に有用なものとして、所属長の確認を受けたもの 

  

３．助成対象経費・助成額 

講座の受講料、入学料、必須の教材費の合計額の 1/2（上限２万円） 

  ※大学院等修業年限が複数年に及ぶ講座は、最短修業年限受講した際に要する費用を助成対象とし、助成額の上限は、

２万円に最短修業年限を乗じた額とします。 

※福利厚生等、別の助成・割引制度を利用した際には、その額を控除した額を助成対象とします。 

 

４．助成の流れ 

助成を活用する職員  職員研修所 

 ← ① 募集（通年） 

②助成申込書の提出（前月 20 日締め） 

※email で提出可（kenshusho@office.city.kobe.lg.jp） 

→  

 ← ③審査、助成審査結果通知書の送付 

④受講申込、支払い手続き   

⑤受講   

⑥修了（※）   

⑦助成金交付申請書の提出(６月及び１月) →  

 ← ⑧審査、助成金交付・不交付決定通知書の送付・助

成金の交付 

 ※受講修了を助成の要件とします。なお、英会話学校等修了までの期間の定めのない講座については、受講開始後６ヶ

月が経過したことをもって、助成の要件とします。  

講座受講⽀援制度 申込み募集 

mailto:kenshusho@office.city.kobe.lg.jp
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５．申込方法等 

（１）助成申込(②)について 

  「公務員としての職務遂行能力の向上に資するもの」については様式第 1-1 号を、「職務に有用なもの

として所属長の確認を受けたもの」については様式第 1-2 号を提出してください。 

  助成申込書は、受講申込の前月 20 日までにご提出ください。（同月末までに助成審査結果通知書③を

送付します。） 

  受講する講座の概要がわかるもの（ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ等）を添付してください。 

  １年度につき１回限りとします。なお、助成対象期間中は他の資格、講座への助成を申込むことはでき

ません 

（２）受講申込、支払い手続き(④)について 

助成決定(③)前に申し込んだ講座に要する費用は、助成対象外です。 

（３）助成金交付申請(⑦)について 

  受講を修了した時点（修了までの期間の定めのない講座については、受講開始後６ヶ月が経過した

時点）で行うことができます。 

  助成金交付申請書（様式 3-1 号、3-2 号）とあわせて、下記書類をご提出ください。 

・各種支払いを証する書類（領収証の原本） 

※領収証原本を紛失した場合は、助成金交付決定はいたしません。 

・教育機関名・講座名・受講期間・受講料等を証する書類（講座ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ・受講案内等の写し等） 

・講座の受講を証する書類（講座の修了証の写し等）※修了までの期間の定めのない講座について

は提出不要 

・通帳（表紙ウラ）のコピー 

※令和４年度より、資格取得助成金請求書を廃止し、助成金交付申請書 3-2 号により振込先口座

情報をご記入いただきます。 

（４）その他 

  助成金の交付は、支払いがなされる年度の予算への計上・成立が条件となります。 

  助成金は所得になるため、所得税が源泉徴収されます。（場合により確定申告が必要です。） 

  助成を受けた年度の最終日から１年以内に職員の身分を失った場合、虚偽申請ほか不正な手段で

助成を受けたことが判明した場合、助成した費用を返還いただきます。 
 
 
 
 
 
 

【担当：行財政局職員研修所 麻生・杉村 Ｅ-mail：kenshusho@office.city.kobe.lg.jp】 

☆助成申込書・交付申請書等の様式については、職員研修所のイントラネットに掲載しています。 

http://home.intra.city.kobe.lg.jp/11/16/kenshusho/keihatu/levelup/index.html 

（イントラトップ」→「研修情報」→「自己啓発」→「講座受講支援制度」のページ) 

mailto:kenshusho@office.city.kobe.lg.jp
http://home.intra.city.kobe.lg.jp/11/16/kenshusho/keihatu/levelup/index.html
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   各職場のニーズに応じた職員のスキルアップ・専門的知識の向上等のため、各職場における研修の実施

を支援します。 

 

 １．対象となる研修 

   市民サービスの向上や各職場での課題解決のために各職場で実施する研修（職員の能力向上・職場の活性

化等を目的とするもの）について、講師謝礼を職員研修所が支援します。 

 

   （職場研修の例） 

〔職員一般に求められる能力等の向上を図るもの〕 

○接遇マナー研修       市民応対マナーなどを学ぶ 

○交渉・クレーム対応研修 交渉・折衝スキルやクレーム対処法などを学ぶ 

○モチベーションアップ研修 働く意欲を自ら向上させる手法などを学ぶ 

○メンタルヘルス研修 ストレスへの対処法、悩んでいる職員への接し方などを学ぶ 

○ファシリテーション研修 スムーズな会議の進め方、意見のまとめ方などを学ぶ 

                                         など 

      

２．研修実施の流れ        

研修を実施する職場  職員研修所 

 

①研修実施の相談（内容・講師等） 

 ※実施の概ね２か月前までにご相談ください。 

 

 

③講師の選定 

（プロポーザル・見積り合わせ等） 

  

④各局室区総務担当課を通じて、 

エントリーシート（様式１）を職員研修所へ提出 

 ※実施の概ね１か月前までにご提出ください。 

 

 

—以下、支援可の場合— 

⑥講師との連絡調整・打ち合わせ 

 

⑦研修の実施 

 

⑧研修の実施報告書（様式３）・支払書類(口座指定書

又は業務完了届･請求書)を職員研修所へ提出 

 ※実施の概ね 2 週間後までにご提出ください。 

 

→ 

← 

 

 

 

 

 

 

→ 

 

← 

 

 

 

 

 

 

→ 

 

 

 

②研修内容の確認（支援対象か等） 

（必要に応じて）講師情報の提供 

 

 

 

 

 

 

 

⑤支援可否の決定 

 決定通知書の送付 

 

 

 

 

 

⑨講師料の支払手続 

 

 

職場研修⽀援制度のご案内 
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 ３．実施にあたっての注意事項  

   (1)講師の選定について 

 講師の選定にあたり、可能な限りプロポーザル（企画提案方式）または見積り合わせ等を行ってくだ

さい。講師の実績等により選定される場合は、講師選定理由や講師謝礼の額等について必ず事前に職員

研修所にご相談いただくとともに、エントリーシートに講師選定理由を十分に記入してください。 

※過去の支援実績（研修内容・講師等）を職員研修所のイントラネットに掲載していますので、選定に

あたっての参考にしてください。 

    ※講師の情報や選定手続等についてご不明の点があれば、職員研修所までお問い合わせください。 

 

  (2)研修時間・対象人数について 

    研修の実施にあたっては、一定の研修効果を確保する観点から、研修時間を概ね 1 時間以上、対象人

数を概ね 10 名以上としていただくようお願いします。 

 

   (3)エントリーシートの提出と支援可否の決定について 

    エントリーシート（様式１）は、研修を実施する職場（以下「実施職場」という。）で作成の上、各

局室区の総務担当課を通じて E メールまたは庁内メールにより職員研修所まで提出してください。 

    エントリーシート提出時に、講師選定に関する資料（プロポーザル・見積り合わせに係る資料、講師

のプロフィール等）を添付してください。 

     エントリーシートの内容に基づき、職員研修所で支援可否を決定の上、決定通知書を実施職場へ送付

いたします。 

 

   (4)講師との連絡調整・研修の実施について 

    職員研修所より支援決定通知が送付された後、実施職場において、講師との連絡調整・打ち合わせを

行った上、研修を実施してください。    

    

  (5)実施報告書・支払書類の提出について 

    研修実施後 2 週間以内に、研修実施報告書（様式３）を作成の上、研修の実施の様子がわかる写真（デ

ジタル画像）と研修資料を添付して、職員研修所へ提出してください。 

    また、支払書類（報償費の場合は口座指定書・マイナンバー確認書類・講師依頼文、役務費の場合は

見積書原本･業務完了届･請求書）を速やかに研修所まで提出してください。職員研修所において講師料

の支払手続を行います。 

   ※マイナンバー確認書類については、ご持参いただくか書留で郵送いただく等取扱いには十分ご注意く

ださい。 

 

   (6)その他 

   ・できるだけ多くの職場に対して支援を行うため、同一年度内に同一の職場からのエントリーが複数回

あった場合や講師謝礼が高額になる場合、１局から集中してエントリーがあった場合等は支援ができ

ないこともありますので、エントリーシートの提出前に必ず職員研修所へご相談ください。 

・本制度による支援は、予算がなくなり次第終了いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

【担当：行財政局職員研修所 麻生・杉村 Ｅ-mail：kenshusho@office.city.kobe.lg.jp】 

☆エントリーシート（様式１）・実施報告書（様式３）、過去の支援実績については、 

職員研修所のイントラネットに掲載しています。 

http://home.intra.city.kobe.lg.jp/11/16/kenshusho/ojt/demaekensyu/index.html 

（イントラトップ」→「研修情報」→「ＯＪＴ」→「職場研修支援」のページ) 

mailto:kenshusho@office.city.kobe.lg.jp
http://home.intra.city.kobe.lg.jp/11/16/kenshusho/ojt/demaekensyu/index.html
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１．目 的 

   職務遂行に求められる専門的知識・技法について習得するため、外部機関が実施する研修に職員を

派遣（受講）するための費用（受講料等）を支援し、市政の効果的な運営に資するよう職員の能力向

上を図ります。 

 

 ２．対象者 

   所属長（課長級以上の職員の場合はその直属上司）が当該研修を職務として受講することが必要と

認めた職員 

   ※会計年度任用職員、外郭団体の固有職員は対象外 

 

 ３．対象となる研修 

   職員（対象者）が職務として受講する研修のうち、次の①または②に該当するもの 

   ①次の研修機関等が実施する研修 

 名 称 所在地 

１ 

公益財団法人 全国市町村研修財団 

市町村職員中央研修所 

（市町村アカデミー：JAMP） 

〒261-0025 

千葉市美浜区浜田 1-1 

２ 

公益財団法人 全国市町村研修財団 

全国市町村国際文化研修所 

（国際文化アカデミー：JIAM） 

〒520-0106 

滋賀県大津市唐崎 2-13-1 

３ 国土交通大学校 
〒187-8520 

東京都小平市喜平町 2-2-1（本校） 

４ 一般財団法人 全国建設研修センター 
〒187-8540 

東京都小平市喜平町 2-1-2 

５ 近畿地方整備局 
〒540-8586 

大阪市中央区大手前 1-5-44 大阪合同庁舎 1 号館 

６ 統計研究研修所 
〒185-0024 

東京都国分寺市泉町 2-11-16 

     

   ②その他の研修機関が実施する研修のうち、職員研修所長が認めるもの 

    ※利用申請前に、職員研修所との協議が必要。 

    

 ４．対象となる費用 

 

 

 

 

   研修受講に必要な以下の費用 

   ①研修受講料 

   ②受講に伴うテキスト・資料代（受講のため必須のものに限る） 

   ③その他研修の受講目的を達成するために必要な費用 

   ※食費や懇親会の費用等、職員個人が自己負担することが適当で 

ある費用は対象外。 

 

派遣研修⽀援制度について 

職員が外部機関の研修を受講する際の受講料等を、職員研修所が支援します！ 

今年度より、受講に伴う旅費（日当・宿泊料等）は、支援対象外となります。 

当該研修にかかる旅費については、各任命権者の旅費予算から支出してください。 



 

16 

 

 ５．利用手続 

  (1) 

利用申請 

（各所属） 

→ 

(2) 

支援決定 

（研修所）

→ 

(3) 

受講申込 

（各所属） 

→ 

(4) 

支出手続 

（各所属） 

→ 

(5) 

研修受講 

（各職員） 

→ 

(6) 

受講報告 

（各所属） 

→ 

(7) 

振替手続 

（各所属） 

   

(1)利用申請 

   制度の利用を希望する職員の所属は、様式１（利用申請書）を、職員研修所へ提出する。 

   ※研修の概要（実施日・内容・費用等）がわかる資料を添付すること。 

     

  (2)支援決定 

   職員研修所において、利用申請書に基づいて支援の可否を決定し、申請を行った所属へ通知する。 

   ※職員研修所より、様式２（決定通知書）を所属へ送付する。 

   

  (3)受講申込 

   支援決定を受けた各所属において、研修の受講申込手続を行う。 

   ※受講申込期間の都合上、支援決定前に受講申込が必要な場合は、先に受講申込を行うことも可能

とするが、支援不可と決定された場合は、受講に必要な費用は各所属が負担する。 

   ※次の研修機関等が実施する研修については、職員研修所を通じて受講申込を行う（本制度の利用

申請とは別に、申込手続が必要）。 

市町村アカデミー／国際文化アカデミー／ 

国土交通大学校／一般財団法人 全国建設研修センター／近畿地方整備局／統計研修所 

 

 (4)支出手続 

   研修機関等より受講費用の請求書等が送付された後、各所属において以下のとおり支出手続を行う。 

   ①区役所以外の所属（本庁部局） 

     各所属において、支出負担行為・支出命令手続を行う。 

 

   ②区役所の所属 

     各区の総務担当課を通じて、行財政局長あての予算配分依頼書を職員研修所へ提出し、職員研修

所による配分決議を受けて、支出手続を行う。 

 

  (5)・(6)研修受講・受講報告 

     対象者は研修受講後、様式３の研修受講報告書を作成し、所属での確認後、職員研修所へ提出する。 

  

  (７)振替手続 

受講料・テキスト代等→「支出更正」で振替決議書兼命令書を作成する。（会計科目・コードは

次のとおり） 

全ての支払い手続き完了後、振替先の予算掌理課を職員研修所として、振替決議・命令手続を行う。 

    ●会計科目  0116（職員研修及福利厚生費） 

    ●事業      13（職員研修） 

      ●予算掌理課 1116（職員研修所） 

    ●担当課   命令発行課と同じ 

    ※支払い関係書類一式を添付の上、職員研修所へ合議する。 

 

６．その他 

 (1)本制度による支援は、予算がなくなり次第終了します。また、令和４年度以降の支援の継続実施は

未定ですので、ご了承ください。 

  

(2)同一の所属からの利用申請が集中した場合は、職員研修所において調整を行うことがあります。 
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(3)様式１・２・３の様式については、desknet’sNEO の職員研修所のページに掲載しています。 

http://home.intra.city.kobe.lg.jp/11/16/kenshusho/kensyu/haken/index.html 

  

 desknet’sNEO 共通「お役立ち」→「研修情報」 

→「研修」→「外部の研修」→「派遣研修支援制度」 

担当：行財政局職員研修所 藤田・岩崎 

℡（直通）221-3888（内線）7907（FAX）265-0175 Ｅ-mail：kenshusho@office.city.kobe.lg.jp 

http://home.intra.city.kobe.lg.jp/11/16/kenshusho/kensyu/haken/index.html
mailto:kenshusho@office.city.kobe.lg.jp
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採用４年目（令和元年入庁）以下の職員 

※行政職員（一般行政（総合事務）・福祉・土木・建築・総合設備・総合科学・農業・造園）のみ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

上司も先輩も忙しそうで、 

気軽に相談しにくいなあ… 

他の部署ではどうしてるんだろう… 

でも他の部署の先輩と話す機会もないし… 

今後のキャリアを考えると 

このままで大丈夫か不安… 

仕事がちょっと楽になる、メンター制度をご利用ください 

月１回 
メンタリング 

（面談・メール・チャットラックなど） 

他部署の先輩 
とマッチング 

何でも 
気軽に相談 

5 月 13 日まで 

希望者募集 
6 月下旬 

メンターとメンティ 

顔合わせ 
７月～12 月 

メンタリング 

管理職・ 
先輩のみなさま 
 
職場の若手職員をメン

ターがサポートします。 

若手職員に制度の利用

を薦めていただきます

よう、よろしくお願いし

ます。 

メンター制度の利⽤者募集 

 

１．対象者 

 

２．メンター制度とは 

３．スケジュール 

異なる部署の先輩が 
あなたのメンターになります！ 
※ 人事課が選定した採用５年目以上の職員がメンターになります。 

※ 職務として、勤務時間内にメンタリングを実施します。 
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以下のイントラネットに申込様式を掲載しておりますので、必要事項を記入の上、E メールにより、 

お申し込みください。 

※所属長まで決裁をとったうえでお申込みください。 

 
http://home.intra.city.kobe.lg.jp/11/16/kenshusho/ojt/index.html 

応募締切：令和４年５月 13 日(金) 

 

【行財政局職員研修所：藤田・土田 Ｅ-mail：kenshusho@office.city.kobe.lg.jp】 

利用者アンケートより 

メンタリングで定期的に自分自身の現状を見なおし、目標を立てることができました！ 

経験を積まれているメンターの先輩職員のお話を聞けて、 

以前より視野が広がりました！ 

仕事の進め方からモチベーションの保ち方まで 

幅広く教えてもらいました。 

①気軽に相談でき、仕事が楽になる 

②視野が広がり、前向きに仕事に取り組める 

③キャリアイメージが湧き、未来のヒントに 

プライベートの悩みも相談でき、 

小さなことでも聞いてもらえて 

気持ちが楽になりました！ 

市会の流れや他部署の働き方など、幅広い話を聞いて、前向きに

仕事に取り組めるようになりました。 

 

些細な疑問から将来のキャリアプランまで幅広く聞くことができました。 

●仕事のアドバイスも ●プライベートの相談も 

4．メンター制度のメリット 

５．申込方法 

http://home.intra.city.kobe.lg.jp/11/16/kenshusho/ojt/index.html
mailto:kenshusho@office.city.kobe.lg.jp
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本市職員向けにお得な価格で用意されている「通信教育講座」のご案内です︕ 
積極的に受講して、スキルアップしましょう♪♪ 

例えば・・・ 
 
 
 
 

 

 

指定通信教育機関が実施する指定講座が対象です！ 

・ 指定通信教育機関は、次頁の５機関です。 

・ 講座の種類・内容については、別表「通信教育機関指定講座一覧」にて確認の上、各指定

通信教育機関のホームページ等でご確認ください。 

 

 

本市職員（外郭団体固有職員含む）に限り、団体割引・会員価格が適用されます！ 

（一部適用されない講座があります）。 

※ 各自で直接、各通信教育機関へお支払いください。 

 

 

各自で、各通信教育機関に直接お申し込みください（職員研修所での取りまとめは行ってい

ません）。 

・ 申し込みは、次頁の〈指定通信教育機関〉の表中に記載されている受講申込方法にて、実施

してください。 

・ 記載されている受講申込方法で申し込みをされないと、団体割引・会員価格での取り扱いが

できません。必ず確認の上、申し込みを行ってください。 

・ なお、郵送の場合は、申込書控えを各人で取っていただき、ＦＡＸの場合は、必ず各通信教

育機関へ到着確認を取るようにしてください。 

 

 

・ 講座内容・受講料の詳細につきましては、職員研修所ではわかりかねますので、各通信教育

機関に直接お問い合わせください。その際は、神戸市職員である旨を必ずお伝えください。 

・ コースによっては、パソコンやインターネットを使用するものがありますので、それぞれの

使用の有無及び動作環境について、申込前に必ず確認してください。インターネット接続に

必要なプロバイダー接続料や通信料は、受講料には含まれていない可能性が高いため、よく

確認してください。あくまでも自己啓発ですので、職場のパソコンからのアクセスはご遠慮

ください。 

・ 講座受講支援制度にて受講料の助成が受けられる場合があります。制度についての詳細は、

P１０をご覧ください。 

 

１．対象講座 

お得な割引︕通信教育講座 〜令和４年度〜 

 

２．受講料 

 

３．申込方法 

 

４．その他 

産経オンライン英会話プラス23
（マンスリー15回プラン）（1カ月） 

4,950    3,800円 

23％ 
OFF!!  説得⼒・交渉⼒を⾏使する 

(2か月） 

13,500円    9,800円 

27％ 
OFF!! 



21 

 

＜指定通信教育機関＞ 
機関名 資料請求・お問い合わせ先 

株式会社 
アイ・イーシー 

〒541-0056 大阪市中央区久太郎町3-6-8 御堂筋ダイワビル9階 
TEL 06-6253-8774 
URL https://iec.co.jp/product/tsushin-kyoiku/ 
 

【受講申し込み方法】 
①所属、②名前、③教材送付先、④電話番号、⑤メールアドレス、⑥受講コース名、⑦開講
希望日、以上の７項目を明記の上、郵送、メール、FAXにて申し込みを実施。 
e-mail：order@iec.co.jp、FAX：06-6253-8804 
 【教育機関からのＰＲ】 
「学習を実務に活かす」。これが、アイ・イーシーが目指しているゴールです。 

皆様が仕事において「実際に困っていること」に焦点を当て、仕事をより良いものにするためのお手伝いを

します。 

株式会社 アルク 
〒102-0073  東京都千代田区九段北4-2-6 市ヶ谷ビル2階 
TEL  03-3238-2870 
URL https://sd3.alckouza.jp/client/kobe/ 

【受講申し込み方法】 
上記URLより申し込みを実施。 
ID：289801 
PW：kobecity 

【教育機関からのＰＲ】 
アウトプット、インプット学習できる様々な学習ツールがあるから、職員様のレベル・ニーズに合わせるこ
とができ、モチベーションを保って、楽しく学習継続いただけます。①企業導入実績 3800社！人気、実
績のあるコンテンツ②学習スタイル応じて、選べる豊富な学習ツール③低コストで幅広い層に英語学習環境 

公益財団法人 
国際文化カレッジ 

〒169-0075 東京都新宿区高田馬場 4-2-38（通信教育法人営業部） 
TEL 03-3360-1223 
URL http://www.kokusai-bc.or.jp 

【受講申し込み方法】 
①氏名、②住所、③電話番号、④受講講座名、以上４項目を明記の上、メールにて申し込み
を実施。 
e-mail：biz@kokusai-bc.or.jp 

【教育機関からのＰＲ】 
昭和 23 年設立以来、各種分野の通信教育講座で 80 万人の指導実績がございます。 
ビジネススキルの講座群は、税込 9,800 円のテーマを中心に取り揃えています（※一部 17,500 円）。 

産経ヒューマン 
ラーニング株式会社 

〒160-0023 東京都新宿西新宿7-8-10 オークラヤビル5階 
TEL 03-6388-0110  
URL https://lp.human.sankei.co.jp/kobecity 

【受講申し込み方法】 
下記アドレスから、申し込みを実施。 
オンライン英会話講座 https://lp.human.sankei.co.jp/kobecity 
オンライン中国語講座 https://lp.human.sankei.co.jp/kobecityc 
複数月分まとめてお申込みには「個数」を月数分として、お申込みください。 

【教育機関からのＰＲ】 
25分のマンツーマン英会話が、実践力向上には一番の近道です。 
庁舎案内～必要書類の記入方法の案内まで、すぐに使える表現を練習できる専用テキストをご用意しており
ます。 
詳しくは決済ページにてご確認ください。 

 

 

https://iec.co.jp/product/tsushin-kyoiku/
mailto:order@iec.co.jp
https://sd3.alckouza.jp/client/kobe/
http://www.kokusai-bc.or.jp
mailto:biz@kokusai-bc.or.jp
https://lp.human.sankei.co.jp/kobecity
https://lp.human.sankei.co.jp/kobecity
https://lp.human.sankei.co.jp/kobecityc
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TAC株式会社 
〒541-0053 大阪市中央区本町4-5-18   
TEL 06-6266-3355 
URL http://www.nipponmanpower.co.jp/cp/training/ct/ 

【受講申し込み方法】 
受講されたい講座をご選択し、下記メールアドレスまで送付ください。 
その際【ご所属部署名、氏名、教材送付先ご住所、受講希望コース】を必ずメール本文に記
載してください。 
Mail：miyu-takehara@tac-school.co.jp 
お申込いただいてから約7～10営業日で教材の発送を行います。 
その教材にご請求書を同封しておりますので、期日までにお支払いください。 

【教育機関からのＰＲ】 
『資格の学校TAC』として各地域に拠点を置く弊社は、校舎で実施している講座を法人様自己啓発通
信教育として受講しやすい価格かつ様々なラインナップで取り揃えております。また簿記については
長年、簿記や会計士、税理士資格の老舗として常に業界の一線で講座を運営してきたノウハウがござ
います。またそれぞれの通信講座には質問ができる仕組みが搭載されておりますので、学習を継続し
やすい環境を整えております。 

 

※別添については、イントラネットに掲載しています。 

  http://home.intra.city.kobe.lg.jp/11/16/kenshusho/keihatu/jigakujisyu/index.html 

 

【担当：行財政局職員研修所 麻生・杉村 e-mail：kenshusho@office.city.kobe.lg.jp】 

 

http://www.nipponmanpower.co.jp/cp/training/ct/
mailto:miyu-takehara@tac-school.co.jp
http://home.intra.city.kobe.lg.jp/11/16/kenshusho/keihatu/jigakujisyu/index.html
mailto:kenshusho@office.city.kobe.lg.jp
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 各研修の受講の申込みは、必ず所属長の了承を得てから行ってください。 

 申込フォームは、インターネット用パソコンからアクセスしてください。イントラからは送信でき

ません。 

 

 

 ①研修当日はご自宅で検温し、37.5 度以上または平熱比 1 度超過の場合は、欠席もしくは日程変

更をしてください。 

②その他、軽度であっても咳・咽頭痛などの症状がある場合は①に倣ってください。 

③妊娠中の職員のうち、新型コロナウィルス感染症拡大防止に向けた安全配慮義務の観点から、必

須研修への出席が難しい場合は職員研修所まで申し出てください。 

④研修中は、必ずマスクを着用してください。 

⑤研修室入口横にアルコール消毒液を設置しております。受講前後の消毒にご協力ください。 

⑥EV ホールや廊下が混みあわないよう、時差・距離をあけての入退室にご協力願います。 

⑦座席は、人と人との十分な間隔をあけて設置しています。むやみに机や椅子を動かさないでくだ

さい。 

⑧休憩時間も含め、大声での会話を行うことのないようにしてください。 

⑨研修室で昼食をとる場合は、対面で座らず、ずらして座り、食事をとりながらの会話はさけるよ

うにしてください。 

 

 

 研修室の開場は、原則開始 30 分前からとします。研修前に室内の消毒を行うため、これより早く

来場されても施錠されている場合がありますのでご注意ください。 

 

 

お体が不自由な方などで、やむを得ず乗用車による来場を希望される方は、必ず事前にご連絡くだ

さいますようお願いします。 

また、研修の受講にあたり特段の配慮が必要な場合におきましても、必ず事前にご連絡をお願いし

ます。 

 

 

 研修参加時に各所属で使用されている名札をご着用していただくことで、研修用の名札作成に要す

る時間と紙を節減することができます。ご協力よろしくお願いします。 

 

 

研修受講にあたっては、事前に開始時間・会場等を確認のうえ、時間に余裕をもって会場にお越し

ください。研修開始時間には、必ず会場内の座席に着席しておいていただくようお願いします。 

 

〇 新型コロナウィルス感染症拡大防止の対策について 
 

〇 お体が不自由な方へ 
 

〇 研修開始時間の厳守について 
 

〇 研修室の開場時間について 
 

〇 名札持参のお願い 
 

研修受講に関するお知らせ 
 

〇 研修の申込みについて 
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